予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　新岐阜県防災フェア開催事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

知事直轄・危機管理　危機管理課　危機管理係　電話番号：058-272-1111（内2414）

　　　　　　　E-mail： c11117@pref.gifu.lg.jp
	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　 危機管理部　防災課　防災企画係　電話番号：058-272-1111（内2749）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11115@pref.gifu.lg.jp


１　事業費　　        　　　　25,536千円（前年度予算額： 　　　0千円）
＜財源内訳＞
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	25,536
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	25,536

	決定額
	15,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　これまでの防災啓発は、地震体験車リレーキャラバンなど、その対象のほとんどは学校であった。結果、教育現場での啓発は積極的に行われており、県教育委員会においても、防災推進校の指定や、「命を守る訓練」といった新しい防災教育への取り組みなど、独自にその取り組みを強化しているため、まだ十分とは言えないまでも、防災への取り組みは着実に推進されてきている。
　その反面、最も自助に取り組んでいただきたい一般家庭に対しては、大きな啓発効果が期待できるような事業は実施できておらず、県政世論調査による緊急時の備えをしている人の割合は、平成25年度で55.9％と、東日本大震災を受けて防災意識の高まった平成23年度の60.2％をピークに、年々下がり続けている状況である。
　南海トラフ巨大地震への備えや、集中豪雨に伴う災害への備えなど、各家庭における防災への対策が重要となる中、県民の自助意識向上を図るためには、何より“家族”という単位で啓発ができ、かつ、“体験”することで防災意識が芽生える、そういう啓発事業が求められている。
（２）事業内容
　平成26年度は、昨年度に引き続き命を守る防災対策の啓発を推進し、これまで以上に県民の自助意識向上を目指して、県内各圏域開催という広域的な啓発を目的とした巡回型の防災イベント「岐阜県防災フェア（仮称）」を開催し、「家族」をメインターゲットとして「家族の命を守る防災対策（仮）」を重点テーマに啓発を推進する。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	旅費
	398
	製作打ち合わせ、フェア当日の業務旅費

	需用費
	131
	イベント開催に伴う事務消耗品

使用する地震体験車、発電機、振興局公用車の燃料

	委託料
	25,000
	防災フェア（仮称）の業務委託料

	使用料
	7
	地震体験車等公用車の移動に伴う有料道路使用料（ETC）

	合計
	25,536
	


	　決定額の考え方　

  事業内容を精査し、所要額を計上します。



４　参考事項

（１）国・他県の状況
　・「2013防災フェア」（国：内閣府主催）※毎年開催
　　＜実施内容＞

　　　日　　時：平成25年8月31日（土）、9月1日（日）

　　　会　　場：六本木ヒルズアリーナ（及び周辺）

　　　

　・「あいち防災フェスタ」（愛知県主催）※毎年開催
　　＜実施内容＞
　　　日　　時：平成25年11月10日（日）

　　　会　　場：愛・地球博記念公園
　・その他（神奈川県、広島県、鳥取県、徳島県、香川県など）
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　防災県民運動10年目（平成30年度末）までに、延べ200万人の方に自助の実践の取り組みをしていただく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始
前
	指標の
推移
	現在値
	目　標
	達成率

	自助実践200万人運動参加者数（各年度末累積）
	－
23
	849,873
(H23)
	1,136,450
(H24)
	2,000,000
（H30）
	56％


	災害時の備えができている人の割合（県政世論調査）
	 52.8％
（H20）
	56.6％
（H24）
	55.9％
（H25）
	75％
（H30）
	75.4％


（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）災害から命を守る岐阜県民運動キックオフイベントの開催

5月29日（水）

（２）災害から命を守る岐阜県民運動推進会議

　　　第１回　10月15日（火）

　　　第２回　3月上旬開催予定

（３）「命を守るとっさの行動」パンフレットの製作・配付

　　　リレーキャラバンを通して約23,000枚を配付

（４）地震体験車を活用したリレーキャラバン

9月～11月　県内5圏域で実施


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　地震体験車リレーキャラバン等を通じて、多くの方に地震対策の必要性を実感いただいた。特に、大学、高校、特別支援学校などへのキャラバン訪問を増やし、若年層への啓発効果を上げることができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	　東日本大震災を契機に県民の防災意識が高まっているものの、依然として災害時の備えができている人の割合は6割にも満たない。しかしながら、災害はいつ起きてもおかしくないため、継続的に県民に対し啓発をしていく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	平成21年度から事業を開始し、平成25年度には「災害から命を守る岐阜県民運動」として事業を一新して県民への浸透を図るなど、これまでに延べ約113万人の方に自助の取り組みをしていただいており、その人数も順調に推移している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	　市町村との連携はもちろんのこと、教育委員会との連携も強化しており、「避難訓練」から「命を守る訓練」へと取り組みを強化するなど、他の機関との一体的な事業展開により効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項

これまでの運動では、地震の揺れを体感できる地震体験車による啓発を主軸として、主に学校への啓発が中心であり、直接各家庭へ防災対策を促すような啓発事業は不足していた。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

各家庭における防災対策を促進させるため、重点テーマを「家族の命を守る防災対策（仮）」とし、「災害時の命を守るとっさの行動」「家庭での災害への備え」を重点的に県・市町村・応援団体が一体となって運動を展開する。


